
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●

岐阜県水道事業広域連携研
究会を設置し、広域水道圏ご
との部会にて水道の現状や
将来の見通し、課題を把握
し、水道事業者間で共有する
とともに、広域連携に係る実
務的な研究を行っている。

料金収入や更新需要などの将来予測や各種経営指標の状況、
隣接自治体と連携した区域外給水の導入などを検討している
が、水道料金も含めた各水道事業体間の格差や地理的条件が
課題である。

年 月 日

百万円(年)

施設管理の
共同化

管理の一体化

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

取組事項 （水道事業）広域化等

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

池田町 水道事業 -

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)

検討中

実施予定 簡易水道事業統合以外
施設の共同
設置・利用

施設管理の
共同化

管理の一体化

年 月 日

簡易水道事業統合(市町村内)

経理等の事務の効率化

平成

百万円(年)

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日

実施済 ● ●

29 4

取組事項 （簡易水道事業）広域化等

検討中

1簡易水道事業統合
（市町村を越える統合）

平成

●
29 4 1

①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

実施済 ●

経理等の事務の効率化

全部廃止 一部廃止

実施予定
③事業目的の完了
④民営化・民間譲渡による廃止

● ⑤広域化による廃止
⑥その他

● ●

施設名

池田町 簡易水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　現在、営業収支は黒字である。また経営戦略に基づき、各設備の更新及び修繕の費用を積み立てることができてい
る。そのため経営状況は良好といえるので、現行の経営体制を継続する。

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

池田町 電気事業 ―

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)

検討中 ●

　岐阜県汚水処理事業広域
化・共同化計画策定に向けて
のブロック会議や、汚水処理
事業の広域化連携に関する
勉強会に参加し、将来の方
向性の検討をしている。

　長期的計画に農業集落排水との統合の概略検討を予定してい
る。ソフト事業の共同化として、法適用移行に向けた会計システ
ム構築やクラウド化による共同保守管理等のDX化を模索してい
る。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水
との統合

特環下水と公共下水
との結合

その他

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

池田町 下水道事業 公共下水道

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)

検討中 ●

　岐阜県汚水処理事業広域
化・共同化計画策定に向けて
のブロック会議や、汚水処理
事業の広域化連携に関する
勉強会に参加し、将来の方
向性の検討をしている。

　長期的計画に農業集落排水同士の統合や、公共下水道との統
合も視野に入れ概略検討を予定している。ソフト事業の共同化と
して、法適用移行に向けた会計システム構築やクラウド化による
共同保守管理等のDX化を模索している。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水
との統合

特環下水と公共下水
との結合

その他

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

池田町 下水道事業 農業集落排水施設

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

（現在の経営状況）新型コロナウィルス感染症拡大や天候・災害など外的な要因以外には、大きく収支状況を悪化させる
状況ではありません。　因って大きな抜本的経営改革という観点ではなく、現状を踏まえながら少しずつ、利用客・他企
業・団体などと横の繋がり・広がりを維持継続しながら、健全経営を目指します。（町直営による運営を継続し、民間委託
や指定管理者制度の導入は考えておりません）

（投資について）老朽化していく施設・設備の計画的な改修・修繕により投資の平準化に努め、資産の長寿命化を図る。
また、施設統合や合理化については、池田温泉本館、新館それぞれに特色があり、それぞれが持つ魅力による固定客
がいることから、経営状況に大きな変化がない限り、施設規模は現状のままとします。

（財源について）入浴料金だけに頼らない多層な収益性事業の展開を実行していく。開業以来、消費税等の引き上げに
関わらず入浴料金を据え置いていましたが、今後の人口減少による利用客の減少を見据え、令和2年10月より、入浴料
金を改正しました。また、スタンプラリーなど地域類似施設との共同企画による新規客の開拓・顧客化の仕組み作り、異
業種間（民間事業者）との共同企画によって温泉＋αの魅力を生み出し、温泉を核とした観光商品（パッケージ）の販売、
源泉成分を配合した、オリジナル美容液の販売（販促に係るIT企業との委託業務導入）、入浴剤のネット販売、町内や近
隣地域の特産品のPR（お土産）、天然温泉水を濃縮した濃縮温泉水の企画と販売、温泉公式インスタグラム・メディアを
通じての地域振興ＰＲ、スタンプカードの活用、などにより収益性の向上を図る。

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

池田町 観光施設事業 その他観光

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　必要な財源を確保可能なことから、引き続き安定的な経営ができる見通しのため。

●

施設名

池田町 宅地造成事業 その他造成

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


